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１．はじめに

日本政府は平成 8 年より高齢化白書を発行してお

り，最新の平成 28 年版によると日本の高齢化率は

26.7％であり，世界の中でも例をみない速度で高齢化

が進行している(1)。国際連合によれば 2060 年には日

本の高齢化率は 40% に達すると推測されている。日

本同様に，アジアでは韓国やシンガポール，欧州では

スペイン，イタリアやドイツといった国々で今後高齢

化が急速に進行していくと予想されている(2)。

日本では 1995 年 11 月 8 日に高齢社会対策を総合的

に推進するため「高齢社会対策基本法」が成立，2012

年 9 月 7 日には「高齢社会対策大綱」が閣議決定され

て，総合的に対策を講じている(3)。「高齢社会対策大

綱」には就業・年金，健康・介護・医療，社会参加・

学習，生活環境，高齢社会市場の活性化および全世代

参加型社会の 6つの分野の基本的施策について述べら

れているが，健康・介護・医療分野をはじめとして技

術が果たすべき領域は幅広い。また近年高齢者の

ICT（Information and Communication Technology）

利活用も急速に広まっており(4)，「ICT 超高齢社会構

想会議報告書」(5)で図 1 に示すような高齢化社会にお

ける ICT技術の推進方策について提言されている。

図 1：ICT 技術の推進方策例(5)
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日本は世界の中で急速に高齢化が進んでおり平成 28 年版高齢社会白書によれば高齢化率は 26.7％に達

し，国際連合の推計値では高齢化率は2060年に 40%に達すると予想されている。日本政府も各種の高齢

社会対策を講じており，医療・介護をはじめとして技術の果たすべき役割は大きい。しかし，これまで高齢者

および高齢社会関連全体に対する技術開発の状況を特許出願から可視化した分析はあまり例がない。

そこで本稿では高齢者関連キーワードを含む日本特許約 8万件と日本意匠約 1,000 件のマクロ分析によ

り，高齢者関連出願へ注力している企業や高齢者関連出願の技術領域を明らかにした。また出願の増減率に基

づき最近の注目領域を抽出し，その出願概況を明らかにするともに出願事例について紹介した。参考として最

近の注目トレンドである人工知能や拡張現実と高齢者関連出願のクロスオーバー領域についても事例を紹介し

た。

要 約



特許情報を用いて高齢者関連出願動向を分析した資

料は，古くは日本国特許庁の技術分野別マップ(6)「バ

リアフリー技術」（一般 20，平成 12 年度）からはじま

り，特許流通支援チャート(7)や特許出願動向調査報

告(8)でも個別テーマについて各種分析結果が公開され

ている。しかし高齢者全般の出願動向について整理・

分析された例はあまりない。

本稿では，個別テーマからのアプローチではなくマ

クロ的なアプローチで高齢者関連日本特許および意匠

全体の出願トレンドについて可視化するとともに，近

年注目されている高齢者関連出願領域について個別出

願事例も交えながら紹介する。

２．主要 5 極における日本の高齢者関連特許a)出

願

日本，米国，欧州b)，中国，韓国の主要 5極における

高齢者関連特許件数推移を図 2に示す。日本特許検索

には PatentSQUARE を，海外特許検索には PatBase

を用いたc)。日本特許検索では全文中に「高齢者 高

齢化社会 高齢社会 少子高齢 老人」のいずれかの

キーワードを含むものと，米国・欧州特許検索ではフ

ルテキスト中に英語で高齢者関連キーワードd)，中

国・韓国特許検索は PatBase の Non-Latin search 機

能で中国語および韓国語でそれぞれ高齢者関連キー

ワードを含む特許を抽出したe)。なお，高齢者関連

キーワードを含んでいても発明の主題が必ずしも高齢

者関連発明ではない場合もあり，逆に高齢者関連発明

であるが高齢者関連キーワードを含んでいない場合も

ある点は留意されたい。

約 20 年前は日本における高齢者関連特許出願規模

は年 3,000〜5,000 件程度で他の 4 極を圧倒していた

が，2006 年以降中国における高齢者関連特許出願が 5

極中トップとなり，日本含め他の 4 極を圧倒してい

る。

図 2：高齢者関連主要 5カ国・地域出願件数推移

長期・短期的な出願トレンドを把握するために図 3

に出願ポジショニングマップ(9)を示す。出願ポジショ

ニングマップでは，横軸に出願件数の長期増減率，縦

軸に短期増減率を取り，バブルサイズは累積出願件数

である（バブル上に表示されている数字が累積件数）。

長期増減率がプラスで，短期増減率もプラスであれば

長期的・短期的両面で出願件数が増加していることを

示す。また長期的増減率が原点付近であっても短期増

減率がプラスであれば，近年出願を急増させているこ

とになる。図 3を見ると日本，米国，欧州は原点付近

に集中してることから大幅な出願件数の増減は見られ

ずコンスタントに推移していることが分かる。一方，

中国は図 2で示した通り長期増減率・短期増減率とも

プラスであり，累積出願件数でも日本を上回ってい

る。韓国については直近の短期増加率はそれほど大き

くないが直近 20 年のスパンで見ると高齢者関連特許

出願について出願規模が急激に拡大していると言える。

図 3：高齢者関連主要 5カ国・地域の出願ポジショニングマップ

既に世界一の高齢化社会を迎えた日本の高齢者関連

特許出願は，現在は中国に次ぐ出願規模であるが，5

極の中では早くから出願が盛んであり様々な高齢者関
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連研究開発の蓄積があると言えよう。次章以降は日本

特許・意匠にフォーカスをあてて出願トレンドを分析

していく。

３．日本の高齢者関連特許・意匠出願マクロトレ

ンド

まず日本の高齢者関連特許・意匠出願マクロトレン

ドについて示す。日本特許および意匠検索には

PatentSQUARE を用いた。前述した通り「高齢者

高齢化社会 高齢社会 少子高齢 老人」というキー

ワードが，全文中に含まれる日本特許と【意匠に係る

物品の説明】に含まれる日本意匠を抽出した。

（１） 特許出願マクロトレンド

図 4に高齢者関連日本出願および日本語文献件数推

移を示す。日本特許出願件数推移に合わせて，参考情

報として CiNiif)で調べた日本語学術論文件数を掲載

している。高齢者関連日本出願は総計 79,827 件であ

る。2015・2016 年出願分はまだすべて公開されていな

いため参考値として棒グラフの濃淡を変えて掲載して

いる。

図 4：高齢者関連日本出願および日本語学術論文件数推移

図 4 を見ると高齢者関連日本特許出願は 1996 年か

ら 2000 年まで急激に増加したが，その後は緩やかに

減少している。その後 2010 年から再び増加傾向にあ

る。この 2010 年以降の出願増加領域については参考

の最近の注目トレンドにおいて分析する。

次に高齢者関連日本特許出願の出願人ランキングを

図 5に示す。

図 5：高齢者関連日本特許出願人ランキング（累積 300 件以上）

出願人・権利者名義は原則として公報発行段階であ

るため，著者が出願人・権利者名義の名寄せを行った

（例えば松下電器産業はパナソニック，東陶機器は

TOTO）。トップのパナソニックが 2 位の TOTO を

大きく引き離しているが，松下電工・パナソニック電

工や三洋電機をパナソニックとしてカウントしている

ことが大きく影響している。2 位以下は TOTO のよ

うな住宅設備メーカー，ファイザーのような医薬品

メーカー，日立製作所・シャープのようなエレクトロ

ニクスメーカー，花王のような日用品メーカー，そし

て日本電信電話・富士通のようなキャリア・IT メー

カーなど様々な業種がランクインしている（上位には

ランクインしていないが，自動車メーカーではトヨタ

自動車が累積 248 件，デンソーが 209 件，トヨタ車体

が 158 件となっている）。

高齢者関連キーワードを含む累積特許出願 300 件以

上の上位 19 社中 5 社（約 25%）が医薬品メーカーで

あり，ファイザーやノバルティス，グラクソスミスク

ライン，メルクのような海外企業が数多くランクイン

しているのが特徴的である。医薬品企業からの出願と

しては，特にA61P25/00(神経系疾患の治療薬)関連が

多く，中でもA61P25/28(アルツハイマー病などの認

知症治療剤)や A61P25/16(抗パーキンソン剤)に関す

る出願が目立つ。

日本における高齢者関連特許・意匠出願トレンド

パテント 2017Vol. 70 No. 3 − 15 −



図 6：高齢者関連日本特許出願人のポジショニングマップ（累積 100 件以上）

次に累積 100 件以上の出願人を対象に描いた出願人

ポジショニングマップを図 6に示す（バブルサイズは

累積出願件数）。注目はこの 20 年間で長期的に出願を

強化している企業と，直近 10 年で急激に出願を増強

している企業である。

ネスレ（ネステク含む）やテルモ，王子ホールディ

ングス，フィリップスがこの 20 年間で高齢者関連出

願を強化している企業群である。ネスレは健康増進を

目的とした食品・飲料や医薬品関連出願を，テルモは

医療機器の他に栄養補給・強化食品に関する出願を，

王子ホールディングス（王子ネピアが主）は高齢者用

おむつを，そしてフィリップスはバイタルサイン測定

や転倒検出などの医療機器を中心に出願を行ってい

る。一方，エクォス・リサーチや酒井医療は直近 10 年

間の間に急速に出願を増加している企業である。アイ

シン・エィ・ダブリュの子会社であるエクォス・リ

サーチの出願は大きく 2 つの技術から構成されてお

り，前半は擬人化したエージェントと運転手とのコ

ミュニケーション機能，後半は装着型の歩行支援に関

する出願である。一方，酒井医療は入浴・洗髪などの

介護・リハビリ関連出願が目立つ。

図 7：高齢者関連日本特許出願の IPCサブクラス別件数分布（累積 2,000 件以上）

20 年間・10 年間のスパンで出願を強化している企

業は医薬品や医療関係を中心に出願していた。それで

は高齢者関連出願全体は技術分野別にどのような分布

になっているのか，図 7に IPC サブクラス別件数分布

を示す。IPC は筆頭 IPC だけではなく公報に付与さ

れている全 IPC を対象にカウントしている。なお

IPC 定義は分かりにくい表現であるため，図 7の IPC

には著者が簡単な説明を付した。

累積件数が多いのは医薬品関連の A61K および

A61P であり，3 位以下にも医薬品関連特許に付与さ

れるC07D（複素環式化合物）やC12N（バイオ）がラ

ンクインしている。医薬品関連 IPCg)が付与されてい

る出願は 26,948 件であり，高齢者関連出願全 79,827

件に占める比率は約 34% である。高齢者関連出願の

中で医薬品関連の占める比率が非常に高いことが分か

ると同時に，図 5で示したように海外医薬品企業の方

が積極的にこの分野へ出願していることが分かった。

図 8：高齢者関連日本特許 IPCサブクラスのポジショニングマップ（累積 100 件以上）
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注目を浴びている技術分野を抽出するために図 8に

IPC サブクラスのポジショニングマップを示す（バブ

ルサイズは累積出願件数）。長期増加率も短期増加率

も大きい値を示しているのは B63C（船の進水，牽引

による運搬，乾ドックへの入出渠；水難救助；水中で

の生存または作業用の装置；水中の物の引上げまたは

探索用の装置）である。長期増加率が高い値を示して

いるものとしてはその他に H04W（無線通信ネット

ワーク）や G01T（原子核放射線またはX線の測定），

A01P（化合物または組成物の殺生物，有害生物忌避，

有害生物誘引または植物生長調節活性）などが挙げら

れる。短期増加率が顕著に高い領域はないものの，

G05D（非電気的変量の制御または調整系）や B67D

（他に分類されない液体の分与，配達，または移送）が

ある。これらの注目領域については次章で事例などを

含めて紹介する。

（２） 意匠出願マクロトレンド

日本特許に続いて日本意匠のマクロトレンドについ

て分析結果を示す。日本意匠分析についてはデータ収

録の関係上，2000 年以降に登録された日本意匠に限定

しており，分析対象件数は 1,060 件である。特許と比

較して分析対象件数が少なく，また【意匠に係る物品

の説明】に「高齢者 高齢化社会 高齢社会 少子高

齢 老人」というキーワードが含まれる可能性が特許

よりも低いことに留意する必要がある。

図 9：高齢者関連日本登録意匠件数推移

図 9に高齢者関連日本登録意匠件数推移を示す。高

齢者関連日本意匠は平均すると 40〜50 件程度で推移

しており，長期的に見ると減少傾向にあると言えよ

う。

次に図 10 に高齢者関連日本登録意匠の意匠権者ラ

ンキングを，図 11 には上位意匠権者件数推移マップ

を示す。

図 10：高齢者関連日本登録意匠・意匠権者ランキング

図 11：高齢者関連日本登録意匠・上位意匠権者件数推移マップ

トップのアロン化成は東亞合成の子会社であり，日

本で初めて硬質塩化ビニル管の製造に成功した実績を

持つプラスチックの総合加工メーカーである。安寿

（商標登録 3206852 など）のブランド名で各種高齢者

向け・介護用品を販売しており，上位意匠権者の中で

は唯一継続的に意匠出願を行っている。またアロン化

成は高齢者関連特許出願も累積 207 件と積極的であ

り，特許・意匠および商標を組み合わせて知財ミック

ス戦略(10)を推進していると言えよう。

上位意匠権者にはパナソニックや TOTO のよう

に，特許出願人ランキング上位企業もランクインして

いるが，継続的な意匠出願は行っておらず特許中心で

ある。
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図 12：高齢者関連日本登録意匠・意匠分類別件数分布（累積 10件以上）

日本登録意匠にはロカルノ分類とは異なる日本独自

の意匠分類が付与されている。現行意匠分類ベースh)

でカウントした意匠分類別件数分布を図 12 に示す。

最多累積件数は医療機器であり，2位以下も家具や衛

生用品など高齢者が生活していくにあたって必要とな

る身の回りのものが多いことが分かる。G2（車両）は

高齢者が乗るための電動車両や買い物用に使う手押し

車関連出願が含まれている。また H1（基本的電気素

子）はベッドなどに用いる荷重センサ等，H7（電子情

報入出力機器）は緊急連絡用の通報機やコントロー

ラーが該当する。

図 13：高齢者関連日本登録意匠・意匠分類ポジショニングマップ（累積 10件以上）

注目意匠領域抽出のために意匠分類ポジショニング

マップを図 13 に示す。長期・短期増加率が大きいの

はE0（E1〜E4 に属さないその他の趣味娯楽用品及び

運動競技用品）であり，ペット用品（クッション，ペッ

ト用おむつ）に関する意匠であった。また直近の増加

が顕著なのが E3（運動競技用品）や J0（J1〜J7 に属

さないその他の一般機械器具）である。E3 は高齢者

の運動機能の向上を促進するためのトレーニングマシ

ン，J0 は高齢者見守りサービス用を念頭においたロ

ボット関連意匠がMJI（2015 年設立でロボットの企

画・デザイン・設計・販売を行う企業）や東芝テック

から出願されている。

４．高齢者関連日本特許出願から見る注目領域と

その出願事例

（１） 注目分野の抽出

前章までで高齢者関連日本特許および意匠出願のマ

クロトレンドについて確認してきた。本章では高齢者

関連日本特許の中でも，特に近年注目されている領域

を抽出し，その出願事例を示す。

注目分野としては図 8 の高齢者関連日本特許 IPC

サブクラスのポジショニングマップで第 1 象限（長

期・短期増加率が高い）に位置する下記表 1の注目領

域のうち，災害対策（B63C），ネットワークサービス

（H04W），ロボット（G05D・B25J）の 3つの領域につ

いて取り上げる。

B67D

B25J

G05D

H04W

B63C

IPC
サブクラス

注目領域

表 1：高齢者関連日本特許の注目領域

エネルギー

医療機器

飲料
サーバー

ロボット

ネットワー
クサービス

災害対策

H02J

G01T

IPC サブクラスの説明

船の進水，牽引による運搬，乾
ドックへの入出渠；水難救助；水
中での生存または作業用の装置；
水中の物の引上げまたは探索用の
装置

無線通信ネットワーク

非電気的変量の制御または調整系

マニプレータ；マニプレータ装置
を持つ小室

他に分類されない液体の分与，配
達，または移送

原子核放射線またはX線の測定

電力給電または電力配電のための
回路装置または方式；電気エネル
ギーを蓄積するための方式

（２） 災害対策（B63C）

長期・短期増加率ともに大きい IPC サブクラス

B63C を含む特許公報の【要約】から抽出したキー

ワードの件数推移を示したものが図 14 であるi)。
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図 14：高齢者×災害対策関連出願・要約キーワード件数推移

図 14 から B63C 関連出願は 2011 年以降急激に増加

し，「津波」や「避難」といったキーワードを多く含ん

だ集合であることが分かる。2011 年 3 月 11 日の東日

本大震災の際の津波によって多大なる被害が出たこと

が，この領域の特許出願増加につながっていると言え

る。

図 15：高齢者×災害対策関連出願・要約キーワード× IPC件数分布

より詳細に出願内容を特定するために要約キーワー

ドと IPC サブグループのマトリックスマップを図 15

に示す。出願の過半は B63C9/06（水難救助＞ 1 名ま

たは 2名以上の人を内部に収容できる浮揚性の密封容

器）とE04H9/14（異状な外部の影響，例．戦争行為，

地震，はげしい気候，に耐えるために適し，あるいは

防護を備えた，建築物，建築物のグループまたは避難

所＞その他の危険な影響に対するもの，例．台風，洪

水）の 2つに集約されている。

具体的な出願事例としては下記が挙げられる。

公報番号 特許第 6009818 号

発明の名称 浮上型水害シェルター

請求項 1 水害時に人が避難するためのシェルターであっ
て，内部に多数の人を収容し得る中空な空間を
有する平面視略長方形の収容部と，該収容部の
底面に，該収容部の長手方向に沿って略平行に
設けられた，該底面と設置面とを離間するため
の一対の脚部と，を備えており，該一対の脚部
は，該一対の脚部間に隙間を形成するように互
いに間隔をあけて設けられており，前記収容部
は，短尺側壁が，前記一対の脚部間に位置する
前記収容部の底面に向かって下傾し，かつ該底
面と連続する面となるように形成されているこ
とを特徴とする浮上型水害シェルター。

高齢者関連
の記載

【0004】したがって，地震が発生した場合には，
沿岸部の人たちのみならず，沿岸部に接してお
り海抜がそれほど高くない地域の人は，津波が
襲来することを予想して，短時間の間にできる
だけ高い高台などに避難する必要がある。しか
し，高齢者や病院等などに入院中の患者，保育
園や小学校等にいる小さな子供達などは，短時
間のうちに自力で海岸などから遠くの高台等に
避難することは困難であり，しかも，その数が
多くなればなるほど避難に要する時間が長くな
るといった，問題が生じている。

図面

図 1：本実施形態の浮上型水害シェルター 101
を地面 GLに設置した状態の概略説明図

（３） ネットワークサービス（H04W）

ネットワークサービスの詳細を把握するため，図 16

に IPC サブグループ別件数推移を示す。

図 16：高齢者×ネットワークサービス関連出願 IPC別件数推移

H04W4/02(ユーザまたは端末の位置を利用した

サービス)や H04W64/00(ネットワーク管理，例．モ

ビリティマネージメント，のためのユーザまたは端末
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の位置検出)に関する出願が多く，高齢者に通信端末

やスマートフォンなどを持参させてその位置情報を用

いてサービスを提供する出願が主であることが分か

る。

2007 年以降に出願が急増している理由としては，

アップルの iPhone 発売によるスマートフォンの普及

によって通話・メール等の基本機能に加えて，より高

機能な付加サービス提供が可能になったことが背景に

あると推測される。

図 17：高齢者×ネットワークサービス関連出願 IPC・出願人別件数

図 17 に示す IPC・出願人別件数分布を見ると，上位

出願人はエレクトロニクスメーカーまたは通信キャリ

アである。パナソニックは「生体センシングみまもり

システム」や「スマートエアコンみまもりシステ

ム」(11)，日本電気は「24 時間見守り支援サービス e

みまもり」(12)，NTTドコモは「つながりほっとサポー

ト」(13)，京セラは「見守り歩数計 Mi-Look」(14)，そし

てソフトバンクは「あったか声かけサービス」(15)など

で既にサービスを市場投入している。

具体的な出願事例としては下記の案件が挙げられ

る。

公報番号 特開 2015-115696

発明の名称 タグ情報管理装置，プログラム及びタグ情報管
理システム

請求項 1 IC タグを識別するタグ識別情報と，携帯端末
を識別する端末識別情報とを対応付けて登録し
たタグ管理情報を格納するタグ管理情報格納部
と，IC タグリーダによって前記 IC タグから読
み取られたタグ識別情報を取得するタグ識別情
報取得部と，前記 IC タグから前記タグ識別情
報を読み取った前記 IC タグリーダの位置を示
す読取位置情報を取得する読取位置情報取得部
と，前記タグ識別情報取得部が取得した前記タ
グ識別情報に対応付けられた端末識別情報に
よって識別される携帯端末の位置を示す携帯位

置情報を取得する携帯位置情報取得部と，前記
読取位置情報及び前記携帯位置情報に基づい
て，通知の要否を判定する通知要否判定部と，
前記通知要否判定部によって通知要と判定され
た場合に，前記携帯端末に通知情報を送信する
通知情報送信部とを備えるタグ情報管理装置。

高齢者関連
の記載

【発明が解決しようとする課題】
【0003】年少者及び高齢者等の保護対象者を保
護する保護者の個人情報を公開することなく，
迷子等に対応できるシステムの提供が望まれて
いた。

図面

図 1：タグ情報管理システムの概略例

（４） ロボット関連（G05D・B25J）

高齢者関連ロボット出願について用途等含めた技術

の詳細を確認するため，図 18 に F ターム別件数推移

を示す。

図 18：高齢者×ロボット関連出願 Fターム別件数推移

3C707AS38（用途＞アシスト機能を有するもの）

や，3C707XK06（アシスト機能に関する特徴＞・設置，

利用の形態＞・・少なくとも一部をアシスト対象の身

体に装着）などが 2011 年より急激に増加している一

方，2000 年代前半からの出願は 3C707CS08（基台＞・

無軌道で移動するもの）や 3C707AS34（用途＞・サー

ビス用），3C707WA16（自走，自律型のタイプ＞・移
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動形式＞・・車輪式）が付与されているものが多い。

前者は CYBERDYNE 社の HAL(16)のような人体に装

着するタイプのロボットである。後者はホンダの

ASIMO(17)やソフトバンクの Pepper(18)に代表される

非装着型で人間へサービスを提供するタイプのロボッ

トである。

図 18 から 2000 年代前半は主として ASIMO や

Pepper タイプのサービスロボット関連出願が主体で

あったが，2011 年以降は人体装着型ロボット関連出願

へシフトしていることが分かる。

図 19：高齢者×ロボット関連出願 Fターム・出願人別件数分布

図 19 には上位出願人の Fターム別出願件数分布を

示す。パナソニックやソニーはサービスロボット中心

に出願しているが，エクォス・リサーチや筑波大学・

CYBERDYNE などは人体装着型ロボット中心の出願

であることが図 19 から分かる。2011 年以降に人体装

着型ロボット関連出願が急増したのはエクォス・リ

サーチによる出願が大きく起因している。

以下では 1 つ目にサービスロボットの出願事例を，

2つ目に人体装着型ロボットに関する出願事例を紹介

する。

公報番号 特開 2016-192040

発明の名称 自走型走行装置，管理装置，及び歩行障害箇所
判定システム

請求項 1 室内を自動走行する自走型走行装置であって，
前記室内における歩行障害となる可能性のある
障害物を検知する障害物検知手段と，自動走行
中における周囲の画像を撮像する撮像手段と，
前記撮像手段により撮像された撮像画像と前記
障害物検知手段により検知された前記障害物の
情報を日時情報と位置情報と共に記録する障害
物情報記憶手段と，居住者の動線を取得する動
線取得手段と，を備え，前記障害物検知手段は，
前記取得した動線の周囲を中心に前記歩行障害
となる可能性のある障害物を検知することを特

徴とする自走型走行装置。

高齢者関連
の記載

【0003】現在，高齢者（シニア）には，3つのタ
イプがあると言われており，元気で現役世代と
同様に活動的な高齢者（アクティブシニアと呼
ばれる）と，要介護状態の高齢者と，元気な状
態と要介護状態の狭間にいる高齢者（ギャップ
シニアとも呼ばれ，要介護状態となる恐れがあ
る「要支援状態」の高齢者を含む）とに分けら
れる。このうち，ギャップシニアは，全高齢者
の 4 割，推計 1000 万人を超えると見られてい
る。特にギャップシニアの健康状態悪化の原因
は，転倒によるものが最も多く，転倒は，例え
ば平成 18 年から平成 23 年の 5年間，緊急搬送
された 30 万人余の高齢者の病院への搬送理由
の 79％を占めている。
【0004】したがって，居住者，特にギャップシニ
ア等にとって，住宅内若しくは介護施設や老人
ホーム等内で，躓いたり，滑ったり，体がぶつ
かったりして，転倒の危険がある箇所，又は
「ひやり」とする箇所，又は現在はさほど問題は
なくとも，将来はその危険性が生じる可能性の
ある箇所（以降，「ひやりポイント」又は「歩行
障害箇所」と呼ぶ）を常に把握しておくことが
必要であり，その箇所について事前に対策を施
しておくことが望ましい。

図面

図 1：本発明の実施の形態に係る歩行障害箇所
判定システムのイメージ図

公報番号 特開 2016-059795

発明の名称 歩行環境認識方法及び装置

請求項 1 センシングデータを用いてユーザの歩行パター
ンを検出する歩行パターン検出部と，複数の歩
行環境それぞれに対応する複数のデータベース
それぞれから前記歩行パターンと類似の複数の
類似歩行データを抽出し，前記歩行パターンと
前記複数の類似歩行データとの類似度に基づい
て前記歩行パターンの歩行特徴を生成する歩行
特徴生成部と，設定された学習モデルに前記歩
行特徴を適用して前記歩行パターンに対応する
歩行環境を推定する歩行環境推定部と，前記推
定された歩行環境に対応するように歩行補助装
置を駆動する駆動制御部と，を含む，歩行環境
認識装置。

高齢者関連
の記載

【背景技術】
【0002】最近，高齢化社会の深刻化に伴って関節
に問題が発生し，これに対する痛みと不自由を
訴える人が増加している。これにより，関節の
不自由な老人や患者の歩行を円滑にする歩行補
助装置に対する関心が高まっている。また，軍
事用などの目的で人体の筋力を強化させるため
の歩行補助装置が開発されている。
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図面

図 A1：一実施形態に係る歩行環境を説明する
ための図

５．おわりに

本稿では高齢者関連出願について日本特許約 8万件

および日本意匠約 1,000 件をマクロレベルで分析し，

さらに特定の国際特許分類が付与されている公報の出

願増減率に基づいて注目領域を特定したセミマクロ分

析を行い，各領域の出願概況を俯瞰するとともに出願

事例について紹介した。

以下，テキストマイニング結果から最近の注目トレ

ンドと高齢者関連特許出願のクロスオーバー領域の出

願事例も紹介しているので参考にしていただければ幸

いである。

参考．最近の注目技術トレンド（人工知能・AR）と高

齢者関連特許出願

高齢者関連特許出願と人工知能やARなどの最近の

注目技術トレンドの関連性を探るため，ぱっとマイニ

ングの利用頻度急変分析i)を実施した。利用頻度急変

分析とは指定した年月を境に，データが急増している

ワードやコードを発見するものであり，本論考では

【要約】に含まれるキーワードを対象に，2010〜2014

年出願範囲において 2012 年 1 月を境に急増している

キーワードを特定するために分析を実施した。その結

果が図 20 である。マップ中の数字は各出願年におい

て登場するキーワードを含む出願数を示している。

図 20：高齢者関連日本特許・利用頻度急変分析

高齢者関連出願の中で近年急激に増加しているキー

ワードが図 20 に登場しているが，その中で「機械学

習」や「拡張現実」というキーワードがある。以下に

参考として高齢者関連と機械学習（人工知能），高齢者

関連と拡張現実（AR）関連の出願事例を紹介する。

機械学習（人工知能）×高齢者関連

公報番号 特開 2016-157170

発明の名称 異常状態通知システム，異常状態通知プログラ
ム，異常状態通知方法および異常状態通知装置

要約 【構成】異常状態通知システム 100 は，介護居室
の天井に設けられる複数の距離画像センサ 12
などを含む。複数の距離画像センサ 12 からの
センサ情報から人の形状を示す情報が算出さ
れ，その情報から人の状態を示す特徴量が抽出
される。この特徴量は，機械学習を利用して作
成された異常状態を判定する判定モデルに入力
される。判定モデルによる判定結果にはセンサ
情報の取得時刻が対応付けられ，その判定結果
がメモリ（84）のバッファに記憶される。所定
時間分の判定結果に基づいて人の状態が異常状
態であるかが認識される。そして，異常状態で
あると認識されると，介護者などに認識結果が
通知される。
【効果】人の状態を示す特徴量を利用すること
で，様々な異常状態を認識することが可能であ
る。そのため，介護者などに対して，人の状態
が異常状態であることを適切に通知することが
出来る。

高齢者関連
の記載

【0033】図 1および図 2を参照して，この実施例
の異常状態通知システム 100 は，老人ホームな
どの介護施設の介護居室などの空間（環境）で
利用される。
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図面

図 5：異常状態通知システムによって認識され
る異常状態の一例を示す図解図であり，図 5
（A）は人が家具にもたれかかり緩やかにうず
くまる状態に至った様子の一例を示し，図 5
（B）は人が壁にもたれかかり緩やかにうずくま
る状態に至った様子の一例を示す。

拡張現実（AR）×高齢者関連

公報番号 特許第 5346115 号

発明の名称 携帯型移動支援装置

請求項 1 カメラを備えるスマートフォン等の携帯端末で
あって，拡張現実（AR: Augmented Reality）
技術を用いて，前記携帯端末のディスプレイ
に，前記カメラで撮影する画像に重ね合わせ
て，ユーザーを先導するための電子ペットや仮
想人物等のガイドを表示する表示手段と，前記
ユーザーの心拍数等の生体情報，又は前記ユー
ザーの移動速度若しくは移動ペース等に基づ
き，前記ガイドを表示する大きさや位置を変更
する変更手段と，を備えた携帯型移動支援装
置。

高齢者関連
の記載

【発明の効果】
【0134】電子ペットや仮想人物を見ながら
ウォーキング等を楽しむことができるようにな
る。これによって，単調になりがちな有酸素運
動等を継続することが容易になり，現代人の健
康維持増進につながる。そして，高齢化社会に
おいて，医療費増大の抑制や，社会の活性化に
貢献できる。

図面

図 4：ガイド（横断歩道を渡る手前で停止して
いる電子ペット）の表示の一例を示す説明図
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備考

(a)欧州とは EP・ドイツ・フランス・イギリスのいずれかの

国・地域で特許が発行されたものを指す。

(b)本論考では特許情報と記載している場合，実用新案情報も

含めて特許情報と総称している。

(c)日本特許は出願単位，海外特許はファミリー単位でカウン

トしている。また日本特許は出願年ベースであるが，海外特

許は最先優先年ベースで整理している。

(d)米国・欧州特許検索で用いた検索式は以下の通りである。

ここでFTはフルテキスト検索，キーワード末尾の％は最大

1 文字のトランケーション，WFn は n 文字以内にキーワー

ドが順同に共起，Wnは n文字以内にキーワードが順不同に

共起することを示す検索キーである。FT=((AGED OR

AGING OR ELDER OR ELDERLY OR OLD OR OLDER)
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WF1 (MAN OR MEN OR WOMAN OR WOMEN OR

PERSON OR PERSONS OR PEOPLE OR POPULATION

OR SOCIETY OR INDIVIDUAL% OR HUMAN%)) OR

FT= (((MAN OR MEN OR WOMAN OR WOMEN OR

PERSON OR PERSONS OR PEOPLE OR POPULATION

OR SOCIETY OR INDIVIDUAL% OR HUMAN%) W3 65)

W3 AGE)

(e)中国・韓国特許検索で用いたキーワードは以下の通りであ

る。中国語：老年 OR 老龄化社会 OR 老龄社会 OR 叟，韓国

語：노인 OR 고령화사회 OR 고령사회 OR 늙은이）。

(f)CiNii は国立情報学研究所が運営するデータベースであり，

学協会刊行物・大学研究紀要・国立国会図書館の雑誌記事索

引データベースなどの学術論文情報を収録している。

(g)本稿では医薬品関連の国際特許分類をA61K（医薬用，歯科

用又は化粧用製剤），A61P（化合物または医薬製剤の特殊な

治療活性），A61Q（化粧品または類似化粧品製剤の特殊な使

用），C07（有機化学），C12（生化学；ビール；酒精；ぶどう

酒；酢；微生物学；酵素学；突然変異または遺伝子工学）の

いずれかを含む特許として定義している。選択した国際特許

分類がかならずしも医薬品関連特許ではない場合もあるが，

本稿ではマクロベースでの出願トレンドを見るために上述の

ように定義した。

(h)旧意匠分類については，日本意匠分類新旧対照表（昭和 58

年施行版→平成 17 年 1 月 1 日施行版）を用いて現行意匠分

類へ変換した上で分析を実施した。

(i)【要約】のテキストマイニングおよび利用頻度急変分析は

「ぱっとマイニング JP」（開発元：ワイズ特許サービス株式会

社）を用いた。

(原稿受領 2017. 1. 23)
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